
〈第1パ ネ ル 〉

生活保障システムの比較ジェンダー分析 と

世界経済危機　 大沢真理

少子化社会の所得不平等:

家族主義福祉国家の揺 らぎ　 白波瀬佐和子

韓国における女性世帯主の貧困:

普遍的傾向または韓国的特殊性　 金秀挺
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鄭鎮星:本 日、 「韓 日社会 にお ける貧

困 ・不平等 ・社会政策:ジ ェンダーから

の比較 」 とい う大 きな タイ トル のセ ミ

ナーが、3つ のパネル によって構成 され

ています。 まず午前は第1パ ネル が行わ

れます。パネルによってテーマが別途 に

あ るわけではあ りませ んが、全体研究 を

行 ってい る中で、第1パ ネル 、第2パ ネ

ル、第3パ ネル と分 けてい らっ しゃるの

ではないか と思います。

私 は、司会を仰せつかったソウル大学

社会学科 の鄭鎮星(チ ョン ・ジンソン)

と申します。 よろ しくお願 い します。

本 日の発表を してくださ り、また歓迎

の開会のこあいさつ をして くだ さった大

沢真理教授 とは、私が1989年 に東京大学

社会科学研究所 に行 った ときに知 り合 い

になってか ら、20年 たっています。友人

とな って、私 の弟 子が先生 の ところに

行 ってた くさん勉強 してきま した。その

中のお1人 が今 日の司会 を してい る金英

教授です。振 り返ってみると、 とにか く

大沢教授が韓国にこられて発表するたび

に、私がいつ も司会 を していたよ うに思

います。今 日も大沢教授 の発表の司会を

す ることになって、非常に うれ しく光栄

に思います。

大沢教授 は、 「生活保障システムの比

較 ジェンダー分析 と世界経済危機」 とい

うテーマでお話 しくださいます。東京大

学文学部社会学科の白波瀬佐和子教授 か

ら、 「少子化社会の所得不平等:家 族主

義福祉国家の揺 らぎ」、東亜大学社会福

祉学科の金秀涎(キ ム ・スジ ョン)教 授

か ら、 「韓 国にお ける女性世 帯主 の貧

困=普 遍的傾 向または韓 国的特殊性」 と

い うタイ トルで発表 していただきます。

これ について、指定討論者 として、高

麗大学亜細亜問題研究所の黄晶美(フ ァ

ン ・チ ョンミ)教 授、 ソウル大学社会学

科の朴京淑(バ ク ・キ ョンソク)教 授を

お迎え しています。

参考 に申 し上げると、韓国側の発表者

である金秀涎 、黄晶美、朴京淑 さんの全

員が私 ども社会学科 の先輩後輩の関係で

す。大沢教授、 白波瀬佐和子教授、金秀

涎教授のお3方 の発表者 には、25分 間で

発表 して くださるよ うお願い します。そ

して指定討論の先生には15分 でお話をま

とめるよ うお願い します。

午後の時間の最後の ところに総合討論

の時間 が1時 間用意 されています が、そ

れだけでは足 りない ような気が します。

また午後の時間に来 られない方 もい らっ

しゃると思 うので、時間 をできるだけこ

こで縮小 して、 このパネルで も討論 を し

たい と思いますが、 どうなるかはよくわ

か りません。

それ では これ で私の最 初の役 目が終

わったので、大沢教授 にここで発表 して

いただきま しょう。
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生活保障システムの比較ジェンダー分析 と世界経済危機

大沢真理

鄭鎮星教授、 どうもあ りがと うござい

ま した。本 当に20年 以上にわたっておつ

き合いをいただき、いろいろと教え られ

ることが多いです。

1.社 会 と経済の危機

まず社会 と経済の危機 とい うことです

が、先 ほどの李恵炅 教授 のお話 にもあっ

た世界金融経済危機 のもとで、実は先進

国の中では 日本が、最 も激 しい経済 の落

ち込み を経験 しました。危機 の起源、震

源地か らはかな り遠 かった にもかかわら

ず、最 も大きな落 ち込みを経験 したわけ

です。

その理由も、李恵炅 教授のすば らしい

キーノー トス ピーチの中に既 に要約 され

ていま したが、 日本経済そのものも世界

貿易の落ち込み に対 して非常に弱い、脆

弱なものになっていた。なぜ ならば、経

済成長を輸出に依存する構造 になってい

たか らです。 この輸 出も、IT関 連商品、

そ して 自動車及びその部品の輸出に極端

に依存する経済成長の体質になっていた

とい うこ とです。

そこで、前の総理大臣であった麻生太

郎 さんは去年1月 の終 わ りにスイ スのダ

ボス に出か けて いき、内需(国 内の需

要)に 基づ く成長 を強めることが 日本の

世界 に対す る責任 であ ると演説 しま し

た。 しか し考えてみ ると、家計消費が低

迷 して経済成長 を輸出に依存 しなけれ ば

な らないよ うな経済構造が もともとあっ

たわけではな く、 日本に関 していえば90

年代半ばか ら意識的につ くられてきたも

のである、 とい うことを見なけれ ばな り

ません。そ こで過去15年 以上にわた るそ

のよ うな傾 向から脱却す ること、社会経

済構造を抜本的に変えることが、危機 を

克服 し、今後 の危機 を防いでい く上でも

ど うしても必要だ、 とい うのが私の論点

にな ります。

国内の需要 に基づ く経済成長のために

は、家計消費が活性化す ることが必要で

す。そのためには、何 よ りも 日本は相対

的に貧 困な人々の比率を削っていかなけ

れ ばな らない。 日本の相対的貧 困率は主

要 国の中で2番 目に高いか らです。1番 高

いのはアメ リカです。

そ こで経済再生戦略 を考 えた ときに、

日本にかん しては結論 として、女性の労

働力参加を高めることがカギになってき

ます。 これ はフェミニス トや ジェンダー

研究者が言 っているだけではなく、2009

年ll月 に 日本 を訪問 したOECDの 事務総

長 も東京 でのスピーチの中で、 日本は女

性の才能、能力 をきちん と活用す ること

に失敗 している、これができれば 日本経

済 の再 生 も早 くな るだ ろ うと言 いま し

た。
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経済成長が輸 出に依存す るようになっ

ている。以前はそ うでもなかったのが、

特 に2000年 代になってか ら輸出依存が強

まったことを示 しています。

それか らこの近年 の景気回復―2002年

か ら2007年 までですが― で企業の実質収

益はふ えま したが、働 く人の実質所得が

全 くふ えませんで した。

さらに女性の能力の活用 に失敗 してい

る。学歴別 に女性の労働力率を見 ると、

日本では大学や大学院卒の女性 の労働力

率 は70%に す ぎず、ほかの主要国に比べ

てずっと低いです。

2.生 活保障 システムの比較 ジェンダー

分析 とは―3つ の類型

このよ うな問題 に取 り組 んでいく上で

私が使 っている方法が、生活保障システ

ムの比較 ジェ ンダー分析 とい うもので

す。生活保障 システムは、生産 ・分配や

消費 にかかわ る経済 ・社 会の構造 を、

個 々人の 日々の生活 とい う次元か ら捉 え

るものです。生活 が保障 され るとは、暮

らしのニーズが持続的に充足 され ること

といい かえ られ るで しょ う。暮 ら しの

ニーズが持続的に充足 される うえでは、

生活 を営む場や収入を得 る機会が必要で

あ り、稼得活動や地域生活 をお こな うと

は、 メンバー として承認 されて社会に参

加す ることで もあ ります。

先進 国 と呼ばれるような諸国では、家

族や企業、労働組合、非営利協同な どの

民間の制度 ・慣行 にたい して、政府 によ

る税 ・社会保障制度や雇用維持政策、労

働市場の規制な どの制度 ・政策 がかみ あ

いなが ら、生活が保障 されています。そ

うした民 間 の制度 ・慣 行 と政府 の法 ・政

策 との か み あい を、 「生 活 保 障 シ ス テ

ム」 と捉 え ます 。

この生 活保 障 シス テ ム には、 主要 な 国

を見渡 す と大 体3つ く らい の タイ プ が あ

ります。 そ の1つ は　male　 bread-winner　と

書 きま した が 、男 性 が一 家 の主 な稼 ぎ手

で あ る とい うこ とを前提 とす るシス テ ム

で す。 第2に 、 これ に対 して 北 欧諸 国 な

どで は、 ワー ク ライ フバ ラン ス、男性 も

女性 もお金 も稼 い で く る し、家族 のケ ア

な どもす る し、地域 の活 動 もす る、 これ

を前 提 と して 社 会 保 障 シ ス テ ム や 福 祉

サ ー ビス が組み 立 て られ て い る タイ プ で

す 。3番 目が 、 ア メ リカや ア ン グ ロサ ク

ソン諸 国 に見 られ る市場 志 向 の タイ プ で

す。

そ れ か ら この 生 活 保 障 シ ス テ ム 論 で

は 、 「サ ー ドセ ク ター 」 や 「社 会 的 経

済 」 と呼 ばれ る協 同組合 や 共済組 織 、 さ

ま ざまな　 non-profit、 あ るいは　 not-for-

profit　の ア ソシエー シ ョンな ども含 めて

います。

な かで も 「男性稼 ぎ主」 モデ ル で は、

壮 年男 性 に たい して安 定的 な雇 用 と妻 子

を扶養 で き る 「家族 賃 金」 を保 障す るべ

く、 労働 市 場 が規制 され ます(保 障が す

べ て の 男 性 に い き わ た る わ け で は な

い)。 それ を前 提 と して、男 性 の稼 得 力

喪 失 とい うリス クに対応 して社 会保 険 が

備 え られ、 妻子 は世 帯 主 に付 随 して保 障

され ます。 家庭 責任 は妻 が フル タイ ムで

担 うもの とされ 、 それ を支援 す る保 育 、

介護 等 のサ ー ビス は、低 所得 や 「保 育 に

欠 ける」 な どのケ ー スに 限っ て、 いわ ば

例 外 と して提供 され るの です 。 「男 性稼

ぎ主」型 の典型 とな った のは、 大 陸 ヨー
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ロッパ諸国 と日本です。

その うち南欧諸 国と日本 は、社会的経

済が生活保障に果たす役割 も大き くない

と考 えられます。 これにたい して大陸西

欧諸 国では、 キ リス ト教会系や赤 十字

系、政党系な どの非営利組織が福祉サー

ビスの提供者 として位置づけられてきま

した。

3.生 み育 てる ことと生 き延び ることを

め ぐる指標

次に 日本 に焦点 を当てて、生み育てる

こと、そ して生き延 びることをめぐる指

標 を簡単 に見たい と思います。 その1つ

が、世界でも最 も低 い出生率です。一番

低いのはもちろん韓国で、その次が 日本

です。

なぜ 出生率が低いのか とい う要因を 日

本 についてい うと、人々が希望 している

結婚の率 よりも低い。結婚 したい と思っ

てい る人が結婚 できていない とい うこと

です。それ からカ ップル については何人

ぐらい子 どもを持ちたい とい う希望がか

なっていません。

結婚の希望が どうした らかな うのかを

見 ると、男性については所得 、それか ら

雇用形態です。先ほ ど李惠炅 さんのお話

にもあ りま したが、正規なのか非正規 な

のか、もちろん正規のほ うが結婚 しやす

いわけです。女性 について も雇用形態が

非常に大事です。や は り女性で も正規 の

人のほ うが結婚 しやすい。女性 の場合 に

は、それ以外 にも、育児休業 をとること

ができるか どうか、それか ら育児サー ビ

スへのアクセスが大きいか どうかとい う

こと。

では、カップルが何人子 どもを持 ちた

いか とい う希望 は ど うした らか な うの

か、これが関係 してい るのがやは り育児

休業、労働時間、そ して夫が家事 を分担

す る程度 などです。

今までのすべての条件 にかかわってい

るのが雇用形態です。 それは 日本で も韓

国でもそ うであるよ うに、所得にも影響

する し、育児休業や社会保障 を利用でき

るか ど うか にも雇用形 態が大 き くかか

わっています。

次 に自殺率です。 日本の 自殺率 は世界

で も トップクラスで、女性 については3

番 目、男性 については10番 目です。3番

目とい うと1番 と2番 は どこです かと必ず

質問を受 けるので申 し上 げます と、1番

は中国、2番 は韓国、そ して 日本が3番 で

す。中国のデータは全国データではない

ので、全国データで世界最高は韓国女性

とい うことになるかもしれませ ん。

この 自殺率が関連 している指標が、例

えば1人 当た りGDP、 あるいはそ の成長

率、失業率、出生率、離婚率、そ してジ

ニ係数 などです。 これ らの指標が 自殺率

に関連す るし、相関す る程度 は、 日本は

ほかの国よりも高 くなっています。つま

り気質 の問題 とい うよ りも経済的 ・社会

的な条件で 自殺が起 こっている。 ですか

ら、社会、そ して政治がここに対応する

可能性、そ してその責任 も強い と言 えま

す。

4.所 得 と雇 用 は

そ こで所得 と雇用 を見 ると、2009年4

月のことにな りますが、経済財政諮問会

議、これ は政府最 も高いランクの諮問機
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関で したが、初 めて相対的貧 困率を計測

して発表 したわけです。その結果、先ほ

ども言いま した ように、アメリカが一番

高い。次 は も う日本 であ る とい うこと

を、 日本政府 として初 めて認 めたのが去

年 の4月 のことです。

それ以外に も内閣府の調査な どで、1

人で住んでいる高齢女性のほとん ど半分

は貧困状態にある。それか ら日本の労働

年齢 にある貧 困世帯の特徴 としては、約

40%が 有業者 の多い世帯、つま り世帯の

中で2人 以上の人が働 いてい る世帯。 こ

れに対 して有業者 の乏 しい世帯、つま り

成 人 のだ れ も働 いて い ない世 帯 は17.

3%。 この よ うな構成比率は、OECDの

平均 とちょうど逆転す るわけです。つま

り日本では働いていて も貧困だ し、夫婦

共稼ぎをして も貧困から抜 け出す ことが

難 しい とい うことにな ります。その背景

にあるのは、女性がお金を稼 ぐ力が絶望

的なまでに低い とい う事情です。

これは雇用の非正規化の状況 をやや長

期 に見ています。それか ら、2009年8月

に選挙を して政権がかわってか ら、10月

に厚生労働大臣が最近 までの相対的貧困

率を発表 しました。2000年 か ら2004年 に

かけてちょっと下がった後、また貧 困率

が上がったことがわか ります。

図1は 大変見 に くい図です が、要す る

に賃金分布の中での低賃金 のレベルが 日

本 では大変低 いことを示 しています。後

で も しご質問が あった らご紹介 します

が、ここに韓 国が来ています。韓国のほ

うが低 賃金 の人 の状 況 は 日本 よ りも

ちょっといい ことがわか ります。

それか ら雇用の規制緩和の状況です。

非正規労働の規制緩和 と、正規労働者の

解雇か らの保護の強 さを対比す ると、ほ

とんどの国が正規 には手 をつ けないで非

正規の労働 市場だけを規制緩和 した こと

が わか ります 。 そ の例 外 の1つ が韓 国

で、韓国は整理解雇 を認 めた とい うこと

で下に向か う垂直の矢印になっています

が、 日本 に しても ドイツにして も水平に

右か ら左へ と動 きま した。 この ドイ ツと

日本 については、午後、カレン ・シャイ

アさんか らお話があります。

5.税 ・社会 政 策 はな に を して きたか

日本 では税制 と社会政策が一体 どのよ

うな状況 をつ くり出 したか とい うことで

す。税 と社会保障制度が相対的貧困を削

減す る程度 を見る と、OECD諸 国の中で

日本が最 も貧弱です。次に貧弱なのがア

メ リカです。そ うす ると日本 とアメ リカ

はタイプが違 うと言ったはずなのに似て

いるではないか とい う質問があるか もし

れませ ん。 しか し、似た ような結果には

なっていて も、そこに至 る経路が違 うと

い う点が重要です。 フランスや ドイツを

見る と、市場所得 レベルでは貧困率は諸

国の中で一番高い と言って もいいけれ ど

も、可処分所得の レベルでは非常 に低 く

な ります。それだけ垂直的な再分配が行

われているとい うことです。

その ドイツについて も近年では、企業

の業績が上向いて景気が回復 しても、雇

用者 の所得がふ えない とい う状況が見 ら

れていま した。

もう一度確認する と、 日本 の再分配は

垂直的な レベル、お金持 ちに負担 をさせ

てより恵まれない人 に再分配 してい くと

い う効果が非常に弱い。 これが 日本の特
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徴です。

社会保障 と税 がどれだけジニ係数 を改

善 してい るか。社会保障の効果 は上がっ

てい るわけですが、税 によるジニ係数の

改善度 は長期 的 にず っ と下が っていま

す。それはなぜ か とい うと、税制の累進

度 とい うことで、所得の高い人がどれだ

け所得税 を払 ってい るか とい うと、80年

代の終わ りにはそれな りの傾 きがあった

のが、何度 も金持 ちに対 して減税 した結

果 として下がって しまいま した。

それか ら李惠炅 さんが言及 してくだ さ

いま した図2は 、世帯主が労働年齢 の世

帯の中で、可処分所得 と市場所得の間で

貧困率が どれだけ削減 され るかを見てい

ます。 日本は何 と、成人のすべてが働い

ている世帯ではマイナスです。 ここには

夫婦共稼 ぎだった り、ひ とり親世帯でそ

の親が働いてい る母子世帯、単身世代で

就業のケースなども入 ります。つ まり税

金を払って社会保険料を払って社会保障

の給付を受けた結果 としての可処分所得

において、市場所得 レベル よ りも相対的

貧困率が高 くなって しま うこ とを示 して

います。 これ に対 して、カ ップル の1人

が就業 とい うグループは、稼いでいるの

はほ とん ど男性ですか ら男性稼ぎ主世帯

を意味 します。 ここでは、わずかではあ

りますが貧困削減イ ンパ ク トがプラスに

なっています。 日本は究極 の男性稼ぎ主

型 とい うことが ここにもあ らわれていま

す。

韓国について 申し上げると、世帯類型

でインパ ク トがほぼ重なっています。 こ

の再分配 における韓国のタイプは、 日本

とは異な り、男性稼 ぎ主型 とは言 えない

とい う論点がここか ら出てきます。 この

よ うな議論については、後で金英 さんか

らもお話があるはず です。

図3は 、同 じことを子 どもについて見

ています。3つ の時点で見ています か ら

棒 グラフが6本 立っていますが、 日本 の

特徴 は、いずれの時点でも再分配 の前よ

りも後のほ うが貧 困率が高 くなっている

とい うことで、逆の再分配 ともい うべき

状況を示 しています。

それは どうして起 こったか とい うと、

租税負担率が長期的 に下がった ことが重

要です。税金は安ければいい とい うもの

ではなく、税制は少な くとも累進的な再

分配の機能 を持 っていますか ら、 この よ

うに租税負担率が下が ると再分配機能 も

下がる。 それに対 して社会保障の負担率

は長期的に少 しずつですが、上がってき

ている。社会保障負担は社会保険料 に典

型的に見 られ るよ うに、マイル ドですが

逆進的な要素があ ります。 このよ うな負

担構造の変化 も、 日本の財政 の再分配効

果 を弱めてきた原因です。

逆に社会保障で何 をもらえるか とい う

面では、小泉政権になってか ら特に社会

保障給付費が厳 しく抑制 され てきたこと

が明 らかです。

6、危機の原因 と してのグ ローバル ・イ

ンバランス と生活保障システム

最後 にグローバル ・インバランス、つ

ま り今回 もそ うですが、世界金融経済危

機の原因の中には世界的な貿易の不均衡

があった とい う点です。 アメ リカが巨大

な貿易赤字 を持 ってい る。それに対 して

黒字の国がある。 日本がずっ と最大の黒

字国だったわけですが、2004年 くらいか
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ら中東諸国が出てきて、2006年 か らは中

国が世界で最大の貿易黒字を持っていま

す。

こうしたグローバル ・イ ンバ ランスが

なぜ危機 の背景 になるか とい うと、アメ

リカにおいては過剰消費 といわれるもの

がその貿易赤字の原因です。 なぜ過剰消

費なのか とい うと、中でも最大の部分 が

医療 費です。 医療費 が消費支 出の20%

で、食費や住宅費をはるかに超 えていま

す。 とい うことは、アメ リカでは医療費

に対 して支出を強い られている。その原

因は普遍的な医療保障制度がないか らで

す。 これはアメ リカの生活保障 システム

の最 も顕著な特徴です。

これ に対 して貿易 黒字 国では過剰貯

蓄、逆に言 えば過少消費 とい う状況が起

こっていたわ けです。特に中国 と日本で

す。 これ らの過剰貯蓄がアメリカに戻っ

てい くわけですが、その ときになるべ く

利潤の高い、利 回 りの高い投資先を求め

る。それがアメリカの国債だけでな く、

証券化 された金融資産 を買いあさった と

い うことが、サブプライムロー ンやそれ

以外の証券化商品のブームの背景になっ

ていま した。

中国でもそ うですが、 日本でも所得の

格差が大 きく、それが広がってきた とい

うことが、恵まれた世帯での過少消費 と

過剰貯蓄の背景にあ ります。つ ま り社会

保障に依存す ることができない、信頼で

きない とい うことで、人々が貯蓄を強制

されてい ると考 えられるわけです。

内閣府の報告書 も、年金 に対す る信頼

が低い国ほ ど家計貯蓄率が高い傾向があ

ると指摘 しています。 日本は年金へ の信

頼が一番低いわけですが、次に ドイツな

ども来ていて、も しこの中に韓国が入 る

とすれ ばどうで しょ うか。逆に年金 を信

頼 してい る国は貯蓄率はマイナスで、安

心 して大きなお財布 を信頼することがで

きるので、個々人は貯蓄を しない とい う

体制です。

このよ うに、それぞれの国の生活保障

システムはその国だけの問題ではな く、

グローバルなインパク トを持ちます。そ

こで より恵まれない人 々が安心できるよ

うな、よ り公正な生活保障システムをつ

くっていく。恵まれない人の中の最大 グ

ループは女性です。そ うい うより公正な

システムをつ くってい くとい うことは、

グローバル経済がよ り安定化す るために

どうしても必要です し、 もちろん持続可

能な社会のために必要です。

アメ リカについていえば、普遍的な医

療保障を導入すれ ば、世界で最 も高い医

療費 を節減す ることもで きる し、国民の

健康 とともに財政事情 も改善することが

できる。 ここにオバマ大統領の医療制度

改革の意味があ ります。

日本に関 していえば、女性が働いて稼

ぐ力 を強化 してい くこと、そ してより信

頼できる年金制度や介護保障 を構築 して

い くことがカギにな ります。

そこで出て くる最後 の問いは、では韓

国に とってのチャ レンジは何なのだろ う

とい うことで、私 の話 を終わらせていた

だきます。 どうもあ りが とうございま し

た。(拍 手)
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